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 第１章 知的財産を取り巻く環境  

 

１.趣旨 
 

 国においては、産業の国際競争力を強化し、知的財産立国の実現を目指すた

め、平成１４年１２月に「知的財産基本法」を制定し、「知的財産戦略本部」

を設置するとともに、毎年度「知的財産推進計画」を策定することにより、知

的財産の創造・保護・活用の施策を推進しています。また、同法第６条には、

「地方公共団体は、基本理念にのっとり、知的財産の創造、保護及び活用に関

し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の特性を活か

した自主的な施策を策定し、及び実施する責務を有する」と地方公共団体の責

務についても明記されています。これを受けて、大分県では平成１８年２月に

大分県知的財産活性化指針（以下、「指針」という。）を策定し、「知的財産

の創造、保護及び活用による産業競争力の強化」、「地域ブランドの推進によ

る地域経済の活性化」、「知的財産マインドの醸成と人材育成」、「県有知的

財産の創造、保護及び活用の推進と環境整備」の４つの基本方向のもとで知的

財産施策を推進してきたところです。 

 策定から１２年が経過し、近年では、第４次産業革命と呼ばれる動きが加速

し、ビッグデータ（※）、ＩｏＴ（※）、人工知能（ＡＩ）（※）の進化によ

る技術革新等により、知的財産の活用をめぐる社会環境は大きく変化していま

す。 

 また、人口減少や少子高齢化による国内市場の縮小に伴う経済のグローバル

化の流れの中で、企業が持つ知的財産をオープン領域とクローズ領域とに使い

分け、市場の拡大とシェアの向上をグローバル市場で同時に実現するオープン

＆クローズ戦略（※）を軸とした事業・経営戦略が求められ、企業がライバル

に打ち勝って生き残るための武器としての知的財産権の重要性はますます増し

ています。さらに、平成３０年５月には、ブランドとイノベーションを通じて

企業の産業競争力の向上に寄与する「デザイン経営宣言」が出され、デザイン

を活用した経営手法を推進する動きも見られます。 

 これらを踏まえ、今後の本県知的財産活動の推進方向を明らかにするため、

新たに「大分県知的財産総合戦略」（以下、「戦略」という。）を策定するこ

ととしました。 
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【用語説明】 
※ビッグデータ･･･一般的なデータ管理・処理ソフトウェアで扱うことが困難なほど巨

大で複雑なデータの集合。コンピュータ計算能力の限界により活用できなかったもの

が、コンピュータ計算能力の増大、ソフトウェアの進展により、扱うことが可能とな

っています。 
 
※ＩｏＴ･･･Internet of Things の略で、様々な「モノ（物）」がインターネットに接続

され、情報交換することにより相互に制御する仕組み。生活の様々な側面から出てく

るデータ量の爆発的拡大が見込まれます。 
 
※人工知能（ＡＩ）･･･  人間の知的能力をコンピュータ上で実現する、様々な技術・

ソフトウェア・コンピューターシステム。応用例は自然言語処理、専門家の推論・判

断を模倣するエキスパートシステム、画像データを解析して特定のパターンを検出・

抽出したりする画像認識等があります。 
 
※オープン＆クローズ戦略･･･企業が生み出した技術を他社に利用・活用させるオープ

ン戦略と、自社で秘匿し独占するクローズ戦略を組み合わせることにより、企業が競

争優位性を保つために有効な施策。知財戦略としては、企業が有する種々の知的財産

を、出願公開するか否かを意味します。 
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２．知的財産について 

 

 「知的財産」とは、人間の創造的活動によって生み出されるもの、商標、商

号、その他事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密そ

の他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報のことをいいます（「知的財

産基本法第２条」）。 また、知的財産の中には特許権や実用新案権など、法令

により定められた権利又は法律上保護される利益に係る権利として保護される

ものがあります。 それらの権利は「知的財産権」と呼ばれます。さらに知的財

産権のうち、「特許権」「実用新案権」「意匠権」「商標権」の４つを産業財

産権といい、特許庁が所管しています。 

 知的財産の特徴の一つとして、「物」とは異なり「財産的価値を有する情報」

であることが挙げられます。情報は、容易に模倣されるという特質をもってお

り、しかも利用されることにより消費されるということがないため、多くの者

が同時に利用することができます。こうしたことから知的財産権制度は、創作

者の権利を保護するため、元来自由利用できる情報を、社会が必要とする限度

で自由を制限する制度ということができます。 
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第２章 大分県の知的財産を巡る現状と課題 

 

１．大分の産業別特色 

 本県は、海・山・温泉などの天然自然が豊かであり、その中で育まれた農林

水産物にも恵まれています。また、これらの資源を活用した観光産業や商業・

物産・サービス産業なども盛んである一方、福岡県に次ぐ九州第２位の製造品

出荷額を誇り、工業も盛んです。このような本県の特徴を産業別に以下に簡単

にまとめます。 
 

（１）農林水産業 

 本県は、標高０ｍから１，０００ｍ近くまで耕地が分布し、耕地面積の約７

０％が中山間地域に位置する起伏の多い地勢にあります。こうした地理的条件

を活かし、米を中心に、野菜、果樹、花きといった園芸や肉用牛をはじめとし

た畜産など、多様な農畜産業が営まれています。 

 また、森林面積が約４５万３千㏊と県土の７１．５％を占めています。この

豊かな森林資源は、木材やしいたけ等の特用林産物の生産など、産業の発展と

山林の振興に寄与しています。 

 海岸線の総延長は７７２ｋｍで、広大な干潟を持つ周防灘からリアス式海岸

の豊後水道まで変化に富んだ地形を有し、海域ごとに特徴ある漁業・養殖業が

営まれています。 

 代表的な産品として、農畜産物では日本一の生産量を誇るかぼすをはじめ、

ピーマンやトマト、白ねぎ、肉用牛などが生産されています。平成２９年１２

月にデビューした大分県のオリジナルいちご「ベリーツ」は、年内収穫量が多

く、厳寒期でも色づきがよいのが特徴で、甘みと酸味のバランスがよく、市場

で高評価を得ています。平成２９年の第１１回全国和牛能力共進会で好成績を

得た「おおいた豊後牛」は、全国的な認知度向上を図るため、平成３０年９月

に発表したリーディングブランド「おおいた和牛」を中心に、首都圏等での販

促活動などを展開しています。林産物では質・量ともに日本一の乾しいたけ、

水産物では全国的に有名な関あじ・関さばをはじめ、かぼす養殖魚（ブリ、ヒ

ラメ、ヒラマサ）や養殖クロマグロなどの生産が盛んです。 

 これらの産品を地域ブランドとして適切に保護・活用していくためには、マ

ーケットインの商品（もの）づくりを基本に、安全・安心で高品質なものを安

定的に生産し、ブランド価値を高めて提供していくことに加え、模倣を防止す

るための知的財産の保護や生産者に対する知的財産の普及啓発が重要です。 
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（２）製造業 

   本県は、福岡県に次ぐ九州第２位の製造品出荷額等３兆８，４６３億円（令

和２（２０２０）年）を誇り、地域産業を牽引してきた鉄鋼、石油化学、自動

車、半導体、食品など、様々な業種の製造業がバランスよく立地しています。 

 鉄鋼や石油化学産業が立地する大分コンビナートは、本県の製造品出荷額等

の５０％近くを占める本県経済を牽引する地域であるとともに、九州で唯一の

コンビナートとして、我が国のものづくりの基盤であり、災害時の広域的な石

油供給拠点としての機能も担っています。各事業所の長や知事、大分市長等を

会員とする協議会を設立し、企業の枠を超えたワンカンパニーや、地場企業と

の連携強化による地域との共生・発展などを将来像に掲げた取組を進めていま

す。 

 自動車関連産業は、自動車メーカーと関連部品メーカーの相次ぐ進出や増設

などにより、北部九州が世界的な自動車生産拠点へと成長するなか、進出企業

と地場企業がともに発展する自動車関連産業の集積を図り、その経済効果を県

内に波及させるため、大分県自動車関連企業会を中心に、県内企業の技術力向

上や受注機会の拡大につながる取組を行っています。 

 半導体関連産業は、大手半導体メーカーの立地により、半導体製造装置や検

査装置の製作、半導体後工程などを担う地場企業の集積が進んでいます。大分

県ＬＳＩクラスター形成推進会議では、３つの専門部会が行う事業を通じて、

ＩｏＴの進展や自動車の電動化などにより、さらなる成長が見込まれる半導体

の世界市場にチャレンジしています。 

 食品産業は、事業所数、従業員数ともに製造業の中で最も多く、県内すべて

の市町村で事業活動が行われている、地域経済や雇用に大きく貢献する中核産

業の１つです。地域資源を活用した農商工連携の取組促進や、制度化されたＨ

ＡＣＣＰに基づく衛生管理の早期導入を進めることで、高付加価値商品の域外

展開を推進します。 

 一方、地場の製造業には、経済のグローバル化による大企業の海外志向の強

まりや事業再編の動きなどにより、収益性向上のための新たな仕組みや生産性

向上による競争力強化に向けた取組が求められています。 

 また、本県製造業のほとんどを占める小規模事業者の持続的な発展を図るこ

とも重要です。 

 さらに、今後、高い成長と雇用の創出が見込まれ、地場製造業による参入意

欲が高まっているエネルギー産業、医療・福祉機器ロボット産業、ドローン関

連産業等についても、新たな技術開発や販路開拓を進め、付加価値と収益性が

高い製造業の発展に向けた支援が求められています。 
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 ものづくりを通じて価値づくりを目指す「ものづくり＋(プラス)企業」へと

シフトしていく必要があります。 
 
 

（３）商業・物産・サービス産業 

 消費者ニーズの多様化、安心・安全指向の高まり、本物や個性へのこだわり、

ＩＴ技術の高度化によるネット通販の進展など、物産を取り巻く環境は日々変

化しています。また、伝統的工芸品については、安価な輸入品の増加やプラス

チック等による代替品の普及により日用品としての需要が減少しており、産地

の存続が危ぶまれています。 

 このため、農林水産物などの加工品、伝統的工芸品などの県産品の販路を拡

大するためには、百貨店や商社等のバイヤーやフラッグショップ（※）などを

通じてマーケットニーズを汲み取り、商品開発力を高めるとともに、意匠や商

標などを活用して地域ブランドとして保護していくことが重要な課題となって

います。 

 また、人口減少による国内市場の縮小が懸念される中、巨大市場を形成して

いるアジア諸国や欧米などの海外への事業展開についても、取組が活発化して

きており、各国の市場特性の把握、現地小売業者や貿易商社等との関係づくり

が重要な課題となっています。 

 さらに、サービス産業は、医療・福祉・環境などの社会的課題や教育・家事

・娯楽などの生活ニーズに対応したサービス、さらにはアウトソーシング（外

部委託）・情報通信・デザイン・労働者派遣等のビジネス分野など、極めて多

岐に渡っています。こうしたサービス産業の振興には、ＩｏＴ、ビッグデータ、

人工知能等の利活用が重要であり、こうした革新的技術を積極的にビジネスに

取り入れることによって、新しい価値を創造し、県民生活の質の向上や地域産

業の活性化、雇用の確保に貢献することが期待されています。 
 

【用語解説】  
※フラッグショップ･･･消費者の需要動向を探るアンテナショップ機能を持つととも

に、「おおいた」という旗を掲げ、おおいたブランドを首都圏に確立するための情報発

信や販路拡大の拠点となる店舗のことをいいます。 

 
 

（４）観光産業 

   観光は、経済的にも裾野が広く、多くの分野に効果をもたらす産業といわれ

ています。多くの観光客が訪れることにより、直接的な経済効果や雇用促進に

よる波及効果が現れることが期待されます。 

-6-



 

 

 近年の観光客のニーズはこれまでの「見て、泊まって、食べる」だけの物見

遊山的観光から、地域を巡り、その場所にしかない天然自然、おいしい食、伝

統文化などに浸って楽しむ体験型の観光需要が増すなど、多様化の時代を迎え

ています。幸い本県は、新鮮な食材や豊富な温泉、さらには地域に根ざした文

化や伝統などの地域資源に恵まれていますが、これらの豊かな地域資源を活か

した観光振興策を推進し、多様化する観光客のニーズに応える必要があります。 

 このため、地域の資源にさらに磨きをかけ、様々な要素を取り込んだツーリ

ズムを推進していくことが重要です。これまでも地域の資源を活かした多様な

観光商品づくりをするとともに、様々な機会を利用して情報発信や誘客活動を

行い、由布院温泉や豊後高田の昭和の町など、全国的にも高く評価され、注目

されています。  

 一方で、国内外からの誘客促進を図るため、地域の魅力も含めた観光情報を

発信するとともに、地域のイメージを高めて他地域との差別化を図る、キャッ

チフレーズ「おんせん県おおいた」と湯おけのロゴマークの商標登録を行いま

した。このように商標などの知的財産の保護及び活用を推進することも重要で

す。 
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２．ブランド力向上の取組事例 
 

 前節では、本県の特徴を産業別に紹介しました。今節では、本県に暮らす私

達の生活の中にあふれているものの中から、それぞれの産業において、特に知

的財産権を活用して大分県の可能性を広げ、ブランド力向上に寄与している産

品や文化、取組等をご紹介します。 
 
 
 

【おんせん県おおいた】 

 平成２５年１１月に大分県の観光ＰＲキャッチフレーズ「おんせん県おおい

た」と湯おけのロゴマークが商標登録されました。このキャッチフレーズは、

湧出量及び源泉数ともに日本一である大分県の特徴を凝縮したものであり、県

全体の観光プロモーションのコンセプトとして開発したものです。 

 県では「おんせん県おおいた」のブラ

ンド価値向上を目指した取組として商

標登録されたロゴマークの使用を促進

しており、自治体や観光関連事業者など

が実施する県内外に向けた観光プロモ

ーションやお土産などの産品のパッケ

ージなどに広く活用されています。 
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【大分県の地域団体商標】 

   地域団体商標制度は、平成１８年度から創設された制度で、地域に根ざし

た団体が使用する「地域名＋商品（サービス）」からなる商標で、一定の地域

で認知されている場合に登録を認める制度です。大分県では、令和５年１２月

末現在、１３件が登録されており、大分県のブランドイメージの向上に大きく

貢献しています。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

  

   
     
     
  

     

      
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

登録日 

 

商標名 

 

権利者 

① 平成１８年１１月２４日 関あじ  大分県漁業協同組合 

② 平成１８年１１月２４日 関さば  大分県漁業協同組合 

③ 平成１９年 ２月２３日 大分麦焼酎  大分県酒造協同組合 

④ 平成１９年 ７月 ６日 大分むぎ焼酎  大分県酒造協同組合 

⑤ 平成１９年 ７月２０日 豊後別府湾ちりめん  大分県漁業協同組合 

⑥ 平成１９年１０月 ５日 豊後牛  全国農業協同組合連合会 

⑦ 平成１９年１１月１６日 日田梨  全国農業協同組合連合会 

⑧ 平成２３年 ７月２２日 小鹿田焼  小鹿田焼協同組合 

⑨ 平成２４年 ７月２７日 豊後きのこカレー  大分県椎茸農業協同組合 

⑩ 平成２５年 １月１１日 玖珠米  玖珠九重農業協同組合 

⑪ 平成２５年 １月１８日 岬ガザミ  大分県漁業協同組合 

⑫ 平成２８年 １月 ８日 中津からあげ  中津商工会議所 
 ⑬ 令和 ４年１１月２５日 別府竹細工 別府竹製品協同組合 
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○関あじ・関さば  

 大分県漁業協同組合（佐賀関支店）は、瀬戸内海と太平洋の海流が混ざりあ

う速吸の瀬戸（豊後水道）で育ち、佐賀関沖で一本釣りされたマアジやマサバ

を「関あじ・関さば」として商標登録（商標第 4696358 号）し、他地域と差別

化を図っています。また、全国の取扱料理店を「関あじ・関さば特約加盟店」

とするなど、地域ブランドの確立に取り組んでいます。 

 一本釣りした魚は、面買い（魚に触れず

に、熟練の職員が重量を目測し、買い取る）

し、生け簀で数日間休ませてストレスを軽

減することにより、品質を保持しています。

また、水揚げされる佐賀関漁港では、魚の

洗浄から選別、梱包、出荷に至るまでの作

業を一体的に行うことのできる荷捌き関連

施設が整っており、品質・衛生管理を徹底

しています。 
 

○大分麦焼酎 大分むぎ焼酎 

 大分県は、麦焼酎課税出荷額日本一であり、平成１９年２月に「大分麦焼酎」

が、同年７月に「大分むぎ焼酎」が地域団体商標として登録されました。 

 県内で使用されている醸造用酵母は鹿児島酵母が主流であったことから、大

分県酒造組合の要望を受け、産業科学技術センターが麦焼酎の醸造に適した酵

母を自然界から選抜し、大分県独自の焼酎用大分酵母（かぼす由来酵母）を開

発しました。 

 また、農林水産研究指導センターと大分県酒造組合が共同開発した、麦焼酎

大麦「トヨノホシ」と大分酵母を使用した大分オリジナルの麦焼酎を平成２９

年に製品化し、さらなるブランド化に向けた取り組みが進められています。 

「トヨノホシ」を使用した大分麦焼酎  開発した焼酎用大分酵母（かぼす由来酵母） 
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○おおいた和牛 
 大分県内で最も長く肥育された黒毛和種（雌牛の場合は未経産）を「おおい

た豊後牛」としています。また、肉質の改良に積極的に取り組み、平成２９年

の第１１回全国和牛能力共進会では、種牛の部で日本一となりました。 

 「おおいた豊後牛」は取扱認定店や都市部での情報

発信拠点であるサポーターショップで販売・提供され

てきましたが、生産・流通の両面でおおいた豊後牛を

牽引する、新たなリーディングブランドとして、「肉

質４～５等級」や「ビール粕又は飼料米で肥育」とい

った要件を満たす「おおいた和牛」を平成３０年９月

に立ち上げ、全国に通用するブランドとなるよう、認

知度の向上や取扱認定店の拡大などに取り組んでいま

す。 

 
 

○中津からあげ 

 中津からあげは、中津地方に由来する製法により製造された鶏のからあげで、

醤油や塩をベースにニンニクやショウガなど約１０種類の調理料を使ったタレ

に漬け込んだものが多く、タレの作り方や漬け込む時間、隠し味等により様々

な味付けがあります。 

 この「中津からあげ」は、商工会議所による出願の全国初の地域団体商標と

して、平成２８年１月に商標登録され、地域の活性化やブランド化に寄与する

ことが期待されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  出展：中津市公式観光サイト なかつ観光 
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【大分県の地理的表示（ＧＩ）保護制度】 

  地域には、伝統的な生産方法や気候・風土・土壌などの生産地等の特性が、

品質等の特性に結びついている産品が多く存在しています。これらの産品の名

称(地理的表示)を知的財産として登録し、保護する制度が「地理的表示（ＧＩ）

保護制度」です。平成２７年度から開始された新しい知的財産権制度で、令和

５年１１月末現在、全国では４３都道府県の１３４産品が登録されており、大

分県では「くにさき七島藺表」「大分かぼす」の２産品が登録されています。 
 

 
                              出典：農林水産省ＨＰ 
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○大分かぼす（大分県カボス振興協議会） 

  かぼすは、古くから薬用として、竹田や臼杵地方の民家の庭先に植栽されて

おり、臼杵市乙見地区に残る言い伝えによると、江戸時代に宗源という医師が

京都から持ち帰った苗木を植えたのが始まりとされています。臼杵市内には、

現在も樹齢２００年前後の古木が数本点在しており、全国的にこのような古い

かぼすの樹は見られないことから、大分県が原産と考えられています。 

 大分かぼすは、果実の緑色や果汁量等の品質を保ちつつ、周年供給ができる

体制を確立しており、さわやかな香りと強すぎない酸味が特徴です。果汁を搾

って料理に使うことにより、その風味が食材の味を引き立てます。 

 消費者からは種子の無い品種が求められて

いることから、農林水産研究指導センターに

おいて、無核品種「大分果研６号」の育成を

行いました（品種登録番号：第 28847 号）。 
 
 

○くにさき
し ち

七
と う

島
い

藺
おもて

表 （くにさき
し ち

七
と う

島
い

藺振興会) 

 
し ち

七
と う

島
い

藺は、江戸初期の豊後の商人がトカラ列島で栽培されていた琉球イを持

ち帰り、かつては県内いたるところで栽培されていましたが、現在では、世界

農業遺産の里である国東半島の国東市及び杵築市の一部地域だけで栽培されて

います。 

 くにさき
し ち

七
と う

島
い

藺
おもて

表 は、
し ち

七
と う

島
い

藺を
むしろ

筵 と同じ製織方法で織り上げた畳表であり、

原料や織り方の違いから、イ草の畳表よりも強度があり、自然で素朴な仕上が

りになっています。栽培や製織の機械化ができないことから、イ草に取って代

わられ、衰退していましたが、近年、消費者の本物志向などにより、再び注目

されています。 

 平成２２年に設立した「くにさき
し ち

七
と う

島
い

藺振興会」では、
し ち

七
と う

島
い

藺の普及や担い

手育成等に取り組んでおり、
し ち

七
と う

島
い

藺の文化を地域共有の財産として守り育てて

います。 
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【乾しいたけ（大分県椎茸農業協同組合）】 
 大分県における乾しいたけの生産量は全国の３８％（原木栽培では４３％）

を占めており、また、令和５年の全国乾椎茸品評会では２４大会連続、通算５

６回目の団体優勝を果たすなど、本県は量・品質ともに日本一の産地です。 
 県や市町村、生産者団体等で構成する大分県椎茸振興協議会では、シンボル

マークを作成（商標登録）するほか、令和２年２月に「うま味」「香り」「歯

ごたえ」の特徴を明確にした乾しいたけブランド「うまみだけ」を発表し、生

産振興や消費拡大、流通対策に取り組んでいます。 

 また、大分乾しいたけトレーサビリティ協議会では、生産から流通に至るま

で、各段階の履歴を正確に記録する「大分乾しいたけトレーサビリティシステ

ム」の導入を促進し、原産地表示の偽装防止を図っています。 
 

  
             
 
 

【ベリーツ（大分県）】 

  農林水産研究指導センターでは、いちごの有望品種として「大分６号」を育

成しました(品種登録番号：第 28275 号)。大分６号は、従来品種のさがほのか

と比べ、年内収穫量が多く、食味（甘さと酸味のバランスの良さ）や厳寒期の

着色がよいといった特徴があります。 
 大分６号のブランド化を図るため、この品種を「ベ

リーツ」（平成２９年１２月商標登録）とネーミング

（ストロベリーとスイーツの造語。単体でスイーツと

なり得るいちごというイメージ）し、青果としての販

売促進だけにとどまらず、食品業者や飲食店等との連

携による加工品開発等にも取り組んでいます。 
                                                        
                              ロゴマーク商標登録 
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【かぼすブリ（大分県漁業協同組合）】 
 大分県のかぼす養殖魚は、ブリ、ヒラメ、ヒラマサ、フグの４魚種があり、

中でもブリは、その先駆けとして最も多く生産されています。その生産量は１

７，９９５t、全国２位（Ｒ３）となっており、全国各地に出荷されています。 
 「かぼすブリ」は、かぼす果汁等を添加した餌を与え、養殖されたブリで、

かぼすに含まれるポリフェノールやビタミンＣ等の抗酸化作用により、血合い

部分の変色を抑えることができるだけでなく、臭みの少ないさっぱりとした肉

質に仕上がります。 
 大分県漁業協同組合は、かぼすブリの商標を取得し、出荷の際にはタグをつ

け、ブランドのＰＲと偽装防止に取り組んでいます。                    

             
 かぼすブリの図形商標                   かぼすブリ 
 

【別府竹細工】 

  別府竹細工は、県内唯一の伝統的工芸品として国の指定を受けている大分を

代表する工芸品です。別府竹細工では、「四つ目編み」をはじめ、｢六つ目編み｣

や「八つ目編み」などの編組技術を駆使して、様々な製品が生み出されていま

す。 

 また、海外販路を意識した新たな取組として、「異なる素材の融合」をコン

セプトに竹細工をアクリル素材に封入し、伝統の技術が日常生活に溶け込んだ

新しい製品開発なども行われています。 
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【天領日田げた】 

 日田下駄は日田地域の特産品で、生産が始まった

のは、天保年間（１８３０～１８４４）頃と伝えら

れています。原材料となる日田杉は、軽く、クッシ

ョン性に優れ、強度もあるという特長をもっており、

日田下駄生産者で組織する大分日田げた組合は、

「天領日田げた」の商標登録を行い、海外製の安価

な商品等との差別化に取り組んでいます。また、浴

衣や着物とのコーディネートはもとより、消費者ニ

ーズの多様化に対応した形状や斬新な鼻緒のデザイ

ンを取り入れるなど、新商品の開発も行われていま

す。 
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３．県内の出願・登録状況 
 

 中小企業が円滑に販路開拓や営業活動を進めるためには、特許、商標等の知

的財産権を取得し、活用することが重要です。今節では、県内の産業財産権の

出願・登録状況を数値で示すことで、県内の知的財産活動の状況について紹介

します。 
 

○産業財産権（特許、実用新案、意匠、商標）の出願及び登録件数について 

 本県における知的財産の総合支援窓口である一般社団法人大分県発明協会の

相談件数について平成２５年度以降、過去１０年間の産業財産権の出願及び登

録件数ならびに全国順位の推移を示します。本県の令和４年の出願件数は、特

許１１２件（全国４４位）、実用新案２７件（全国２４位）、意匠２９件（全

国３９位）、商標５３２件（全国３１位）、登録件数は、特許９３件（全国４

０位）、実用新案３１件（全国２４位）、意匠２８件（全国４０位）、商標４

９２件（全国３５位）となっており、全国的にはいずれも低い水準にあります。

しかしながら、出願状況を個別に見てみると、直近３年では、特許と実用新案

は減少、意匠と商標については増加傾向にあります。平成２５年と令和４年の

全国順位を比較すると、出願・登録の順位ともに特許と実用新案は横ばい、意

匠と商標については回復傾向にあり、県内における知的財産に対する取組は少

しずつ浸透していることがうかがえます。 
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○産業財産権の都道府県別の中小企業数に対する出願中小企業数の割合 

 次に、２０２０年～２０２２年の３ヶ年にわたる都道府県別の中小企業数に

対する産業財産権の出願中小企業数の割合を示します。本県の２０２２年の割

合は、特許０．１４％（全国３１位）、実用新案０．０１％（全国３６位）、

意匠０．０３％（全国３６位）、商標０．５１％（全国２３位）となっていま

す。全体的には東京、大阪などの大都市圏が突出していますが、福井県、奈良

県、香川県など都市部ではない都道府県の中にも高い割合を示している県もあ

ります。本県においても、中小企業数割合で比較すると上述の全国順位より上

位に位置し、全国的に見ると中位に近いレベルにあると言えます。引き続き知

的財産の普及啓発とともに、知的財産の創造・保護・活用の各施策を通じて、

県内中小企業の知的財産マインドを醸成する必要があります。 
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                      （出典）特許行政年次報告書２０２３年版 

                                                
   

 
                      （出典）特許行政年次報告書２０２３年版 

 
             
 

 

        （出典）特許行政年次報告書２０２３年版 

実用新案

意匠

特許
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                        （出典）特許行政年次報告書２０２３年版 

           
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

商標
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４．企業調査からみえた課題 
 

 本県における知的財産に係る現状を把握し、知的財産施策を推進するため、

県内に事業所のある企業等に対してアンケート調査（※回答数９４社）を実施

しました。  

以下に、アンケート回答の概要（業種、資本金、売上高等）を示します。  
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①知財に関する関心度と知財部門設置の有無及び知財の社内制度について 

  知財に関する関心度に対する設問では、非常に関心がある・ある程度関心が

あると回答した企業が合わせて８７％と関心度は高く、企業の知的財産に関す

る経営上の重要性や、認識が増している結果となっています。 
一方で、知的財産を管理する独立した部門を設置している企業は、９４社中

１６社と少数であり、知財の関心度はあるものの知的財産を管理する部門の未

設置企業が半数以上を占める結果となりました。知財担当者の主な業務内容に

ついては先行技術調査や出願願書等の素案検討、社内における知財窓口担当な

どの役割を担っているようです。 

  

 
             知財に関する社内制度の設置状況 
 

知財に関する社内制度の設置状況は、回答のあった多くの企業で秘密保持や

社内ノウハウの流出を防止する規程等の設置がありました。また、製造業を中

心に職務発明規程を設置している企業も少数ですが見受けられます。職務発明

とは企業の業務の一環として完成された発明や大学での研究成果として完成さ

れた発明のことで、職務発明規定を設けることで、使用者と従業者との間の利

害調整を図っています。職務発明制度については、国において平成２７年に法

改正がされており、契約等により職務発明の特許を受ける権利の帰属の問題の
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解決や、発明者の利益を守るため相当の対価を金銭に限定せず金銭以外の経済

上の利益を与えることも含まれるようにすることとなりました。また、今回の

調査では、知財に関する社内教育研修制度を設置している企業が１６％となっ

ており、人材育成を推進する企業も僅かながら見受けられますが、多くの企業

で知的財産に関する教育や研修等の人材育成が実施できていないことがわかり

ました。 
 
②県の支援機関の認知度及び利用状況 

  

        県内支援機関の認知度           認知企業６０社の利用状況 

 
 
 
 
  
  

  
           産業科学技術センターの利用状況 
 
 本県の知財総合支援窓口である、大分県発明協会及びよろず支援拠点の認知

度の回答結果では、認知している企業等が６０社と６割を超える結果となりま

した。また、認知企業６０社に支援企業を利用したことがあるか調査したとこ

ろ、こちらも６割を超える企業等が利用したことがあると回答しています。 
 一方、本県の公設試験研究機関である産業科学技術センターの利用状況につ

いても調査を実施したところ、利用したことがある企業が３割となっています。 
今後、技術支援機関として研究や依頼試験だけではなく、積極的に専門分野毎

の技術指導や技術研修等セミナー支援等の活動をどう周知するかが課題となっ

ています。 
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③知的財産権の保有状況及び知的財産に係る許諾契約の有無 

 
 
 
 
 
 
 

   
回答いただいた９４社に産業財産権（特許・実用新案・意匠・商標）の保有

状況を調査しました。回答企業等の６３％（５９社）は、何らかの産業財産権

を保有している事がわかりました。業種別の保有している産業財産権は、製造

業は特許・実用新案が多く、情報通信業、卸・小売等のサービス業では商標の

みを保有している傾向となっています。また、知的財産に係る許諾（ライセン

ス契約）の有無については８割以上が許諾無しという結果でした。 
ライセンス契約（実施許諾契約）とは、権利者が第三者に対して特許等の実

施を許諾する契約のことです。 
          

 

 
 
 
 
 
  

産業財産権を保有しない理由 
 

知的財産権を保有していないと回答した、３５社の保有しない理由では、自

社の事業に馴染まないが４６％と最も多く、次に多かった回答は、権利取得・

維持のための人材不足が２６％という結果でした。保有していない企業の多く

が知的財産を権利化するメリットや活用方法について理解が進まず、権利化に

関しても、知的財産に係る専門人材が不足しているため、引き続き知財総合支

援窓口や、知財コーディーネーター等を通じて人材育成の支援が必要であると

言えます。 
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④大学等や公設試験研究等との共同研究の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
大学等や公設試験研究等との共同研究の有無については、共同研究の実施無

しの割合が５６％と最も多く、半数以上の企業が共同研究を実施していない事

がわかりました。また、共同研究を行っている企業等の共同研究先は、民間企

業が２６％、県内外の大学で３５％と産学での共同研究が進んでいます。 
一方、公設試験研究機関等の官との共同研究は１０％となっており、技術支

援機関として、技術シーズや企業ニーズに沿った共同研究の推進が必要であり

ます。 
 

⑤知的財産に関する取り組みについての課題 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

知的財産に関する取り組みの課題では、研究開発費の不足や、権利取得、維

持のための資金不足といった、資金繰りについての回答割合の合計が７９％と

８割近くを占めています。また、研究開発人材の不足感を感じている企業等や、

知的財産を管理する人材の不足といった、人材不足に関する回答も多くなって

います。これらの回答から、研究開発補助制度による研究開発支援や、研究開

発人材・知財人材等の育成支援など人材不足に対する支援が必要です。 
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⑥知的財産権取得・活用推進のために必要な支援や対策 

 
知的財産権取得・活用推進のために必要な支援や対策等の回答では、知的財

産権の取得・更新に係る経費の助成を望む声が７２％と最も高い結果になりま

した。知的財産に関して年々関心度が増す中、国内外における知的財産取得に

係る経費助成等のニーズが高まっていると言えます。また、適切な知的財産の

取得・活用のため、知財の専門人材の育成支援が４１％、知財に関する制度や

利用に係る普及啓発支援の充実が３５％と、人材育成のための支援や対策を多

くの企業が必要性を感じていることがわかりました。 
 その他自由意見では、権利を取得後の公的機関等の支援が乏しく、県内産業

を盛り立て権利の普及に役立てる支援の強化を望む意見や、権利侵害調査に係

る費用の助成を求める意見など、実際に知的財産を取得した企業ならではの意

見がありました。 
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企業調査結果からみえた課題を以下に示します。 
 

（１）知的財産に関する県内支援機関の認知度向上および利活用の促進 

 企業の知的財産に関する関心度は増加しているものの、知財担当者の設置状

況や産業財産権の保有状況から、知財の重要性や取得に関する情報など、知財

マインドがあまり高くないことがわかりました。 

 まずは、知的財産の普及啓発を強化し、企業が気軽に知的財産について相談

できるように相談窓口の認知度向上や、知的財産の源泉となる研究開発での技

術支援機関である産業科学技術センター等の利用促進が必要です。 

  

（２）知的財産に係る人材育成支援 

 企業調査の結果から、多くの企業で研究開発人材や、知的財産を扱う専門人

材が不足しているということがわかりました。中小企業単独では人材育成を推

進することに限界があるため、本県の研究開発を担う人材創出のために、行政

が主体となり、高度技術人材の育成支援を推進することが重要です。また、知

財総合支援窓口等を通じ、専門家（弁理士・弁護士）などの派遣や、企業のニ

ーズに対して知的財産に係る出前講座を実施するなど、積極的な啓発活動とプ

ッシュ型の普及活動を進めていくことが必要です。 
 

（３）知的財産権の取得・維持に係る経費の助成や権利取得後の活用支援 

 行政に望む支援策として多かったのが、「知的財産取得・維持に係る経費の

助成」や「権利取得後の活用支援」であり、企業活動においては、ビジネスに

直結したものや、弁理士やアドバイザー派遣に係る費用負担が課題になってい

ます。また、外国出願は国内の出願に比べて多額の費用が係ることから、海外

展開のハードルとなっていることもあります。また、権利を取得後の活用等に

ついて、大企業とのマッチング機会の創出や、共同研究の推進等これまでも、

本戦略に基づき行ってきましたが、権利保護としての取得が主流であり、取得

した企業の多くが、活用のフェーズに至っていない状況となっています。 
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第３章 知的財産の取組方針 

 

１．基本的な方針 

  本県では、大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０１５」を策定

し、「県民とともに築く「安心」「活力」「発展」の大分県」の実現のため、

夢と希望を持ち、心豊かに暮らせる大分県づくりを推進しています。 
また、令和６年度には新たな大分県長期総合計画を策定するため、これまで

の長期総合計画の基本方針のベースである、「安心」「活力」「発展」から新

たに「安心元気」「未来創造」を基本方針の柱とし、元気で夢のある大分県づ

くりに向けて取組みを進めています。 

 本戦略では、次期長期総合計画の柱となる「安心元気」「未来創造」をベー

スとして、それらに共通する相談機能やその源となる研究開発などの知的創造

をこれら３つの戦略を推進する戦略と位置付け、知的財産施策を実施してまい

ります。 
 

安心元気・未来創造を推進する創造戦略 

（１）安心を守る知財戦略 

（２）元気を生む知財戦略 

（３）未来創造を促す知財戦略 
 

２．戦略に係る目標 
 

■基本的な取組方針 

 本戦略が目指す基本的な取組方針は、以下のとおりとします。 

   

     

   
 

■総合目標 

 基本的な取組方針を達成するため、県全体の目標として総合目標を設定しま

す。 

①令和１０年度知財支援機関による相談件数として、１，６９８件を目指しま

す。 

 知財支援機関による相談件数 
＝製造業への支援件数＋農林水産業への支援件数＋卸・小売業への支援件数＋

国内外における知的財産の適切な活用の促進
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宿泊飲食業への支援件数＋海外展開に関する支援件数 

 

■総合目標に、「知財支援機関による相談件数」を設定した背景 

 知的財産の創造・保護・活用を推進するためには、まずはその前提となる企

業相談件数を増やす必要があります。近年では、企業の知的財産の重要性が増

し、知的財産を取得するだけではなく、自社が他社の権利を侵害していないか

や、ブランド戦略上での権利取得に関する相談が増加しています。 

 窓口支援は、製造業・農林水産業・サービス業・海外展開等多岐にわたり、

製造業においては新製品開発や新規事業創出、農林水産業においては農商工連

携による農林水産物の高付加価値化や新商品開発、サービス業においては、ブ

ランディングによる新製品・新サービスの商標化、海外展開においてはブラン

ド力構築や海外事業リスクの低減等、知的財産に関する国内外のものづくり全

般に通じるものです。 

  以上から、大分県では独自に令和１０年度までの知財総合支援窓口以外の他

の知財支援機関も含めたＫＰＩを設定することとしました。 

 

②令和１０年度県内中小企業の特許及び商標の出願中小企業数（累計） 

 
 
 
 

項目 
基準値 目標値 

R4 R10 

知財総合窓口での支援件数 1,415 1,698 

  製造業への支援 780 936 

  農林水産業への支援 128 154 

  卸・小売業への支援 246 295 

  宿泊・飲食業への支援 125 150 

  海外展開に関する支援 136 163 

知的財産権の種類 項目 R4（基準） R10 増減 

特許 出願中小企業数（累計） 263 270 +7 

商標 出願中小企業数（累計） 855 875 +20 
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■総合目標に、「県内中小企業の特許及び商標の出願中小企業数（累計）」を設

定した背景 

知的財産の活用は、人材や設備、資金面で劣る中小企業に比べて、大企業に偏

重する傾向があります。しかしながら、県内の企業数の９９％は中小企業であ 
り、県内全体の知財マインドを向上させるためには、中小企業の知的財産への 
関心を喚起させることが重要です。本県では、企業数や大企業の数に左右され 
ず、中小企業の知的財産マインドを正しく推し量るために、産業財産権の中で 
も特許と商標について新たなＫＰＩを設定することにしました。特許と商標は、

県内の四法別出願件数の比率（２０２３年）において、９２％以上であり、産 
業財産権の中でも大きな比重を占めています。近年では、オープン＆クローズ 
戦略を取り入れている企業が増えているとはいえ、特許と商標の出願数は企業 
の知的財産マインドを推し量る上で１つの指標になっています。 
 目標としては、令和１０年度に特許を出願した中小企業数を、基準の令和４

年度から過去５年間の出願累計件数から７社増加した２７０社（累計）、商標

を出願した中小企業数を、基準の令和４年度から過去５年間の出願累計件数か

ら２０社増加した８７５社（累計）としました。これは、中長期の経済財政に

関する試算（内閣府 Ｒ５.７.２５発表）によると、「一人あたり実質ＧＤＰ成

長率」（成長実現ケース）は２％強で推移する姿となっていることから、県内

企業の事業活動の成長をこれに準ずることとし、目標値は直近５年間の出願累

計件数に平均２％を乗じて算出しています。  
 本県では、１社でも多くの企業に知的財産を企業経営に活かしてもらえるよう

に、知的財産の創造・保護・活用を通じて、付加価値の高いものづくりを進めて

いくための取組を推進していきます。 

  
 
 

３．戦略に係る期間 

 本戦略の期間は、令和６年度（２０２４年度）から、令和１０年 
度（２０２８年度）を目標年次とする５か年とします。 

 なお、社会経済環境の変化等に柔軟に対応するため、期間中であっても必要 
に応じて見直しを行います。 
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 第４章 解決に向けた知財戦略 

 

安心元気・未来創造を推進する創造戦略 
 

 知的財産戦略においては、研究開発により知的創造を行い、出願することで

権利に基づく保護を受け、権利を活用して収益を上げ、その収益を新たな研究

開発に投資するという知的創造サイクルが重要です。知的財産に関する相談機

能は、知的財産の出願段階での相談（安心）や

知的財産のブランドやデザイン戦略に係る相談

（活力）､従業員等の人材育成の相談（発展）な

ど安心・活力・発展の各段階での施策に共通す

るものです。また、知的財産の創造は、知的創

造サイクルの出発点であり、安心・活力・発展

のエンジンとして知財戦略全般を推進します。

本県では企業等の創造活動を積極的に支援しま

す。                                   知的創造サイクル 
 

（１）知的財産に関する相談機能の充実 

 産業科学技術センター内に併設された一般社団法人大分県発明協会は、知的

財産に係る県内の総合支援窓口として広く一般に公開されています。 

  また、大分県発明協会では、Ｊ：ＣＯＭホルトホール大分内の大分市産業活

性化プラザや別府市男女共同参画センター「あす・べっぷ」、さらには県内商

工会議所４ヶ所（大分、中津、佐伯、日田）において協会職員や弁理士による

出張相談会を月１回程度開催し、地域における相談体制を整えています。 

 それ以外にも、県内には知財の相談対応を行っている支援機関があり、相互

に連携した支援を行っていきます。 
 
 

 
 
 

〇 中堅・中小・ベンチャー企業が抱える経営課題や、アイデア段階から事業 

展開までの知的財産に関する課題や相談を、ワンストップで受け付け、内容に

応じたアドバイスや専門家の活用など、全般的にサポートしていきます。 
 
 

取組方針
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〇 先行技術調査に関する指導相談の実施 
 

〇 知的財産を活用した企業戦略サポートの実施 
 

〇 地理的表示(ＧＩ)保護制度等の農業分野の知財に関する指導・相談の実施 
 

〇 産業財産権にとどまらず、営業秘密・ノウハウ・契約などの指導・相談の 

実施 
 

○ 特許庁やＩＮＰＩＴ（独立行政法人 工業所有権情報・研修館）等の支援 

事業に係る県内企業への情報提供 
 

○ 企業訪問等における知財支援機関の周知活動の実施 
 

○ 事業者からの相談に迅速に対応できるように、関係機関との連携の強化 
 

 
 
 

○ 令和１０年度知財支援機関による相談件数として、１，６９８件を目指し 

ます。 

 知財支援機関による相談件数（製造業への支援＋農林水産業への支援＋卸・

小売業への支援件数＋宿泊・飲食業への支援件数＋海外展開に関する支援） 

 

 

 

項目 
基準値  目標値 

R4  R10 

知財総合窓口での支援件数 1,415  1,698 

  製造業への支援 780  936 

  農林水産業への支援 128  154 

  卸・小売業への支援 246  295 

  宿泊・飲食業への支援 125  150 

  海外展開に関する支援 136  163 

具体的取組

成果指標
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（２）知的財産を創造する研究開発支援 

 本県では、地方が直面する様々な課題の解決にＩｏＴやＡＩ（人工知能）、

ロボットなどの新しい技術を活用する取組を行っています。今後、先端技術を

活用し、地域課題解決に向けた取組をさらに加速するとともに、新ビジネスの

創出など、経済の新たな活力に繋げていく必要があります。 

 また、県内には、産業科学技術センターや衛生環境研究センターなどの公設

試験研究機関や、大学などの高等教育機関が存在し、人材や設備なども豊富で

あることから、産学官連携の取組を促進します。 
 
   
 

○ 県内外の企業の新しい技術開発や実証を促すとともに、そうした技術を用

いたビジネスモデルの普及も後押しし、ビジネス関連発明など知的財産権の活

用にも配慮しながら、大分発の技術やビジネスモデルの発展を目指していきま

す。（先端技術挑戦課） 
 

○ 県内製造業の新たな製品開発や販路開拓を支援する中で、企業の高付加価 

値化及び収益性向上のため、知的財産の創出を推進します。 

 （工業振興課、新産業振興室） 
 

○ 経営環境の変化に対応するため、市場や顧客ニーズに適合した新製品開発 

や新サービス提供など新事業展開に取り組む中小企業に対し、事業計画のブ 

ラッシュアップや販路開拓等への支援を行います。（経営創造・金融課） 
 

○  市町村や商工団体、金融機関、民間インキュベーション施設等との連携を 

通じて、潜在的な創業希望者を掘り起こすとともに、創業の実現、さらに成 長

プロセスにおける支援を行います。（経営創造・金融課） 
 

○ 高い成長意欲や新規性、成長性に優れたベンチャー企業は、雇用の創出な 

どを通じて県経済を活性化させることから、ベンチャー企業の発掘から発展 

に向けた支援を行います。（経営創造・金融課） 
 

○ クリエイティブの活用により、優れた技術やノウハウを持つ県内の中小企 

業と最先端の技術や豊かな発想、感性を持つクリエイティブ人材が協力、連 

携して行う、新たな価値を有する商品・サービスの開発や、新規マーケット  

の開拓等への支援を行います。（経営創造・金融課） 
 

取組方針
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○ 産業科学技術センターにおいて、公設の試験研究機関として、先を見据え 

た研究開発を行い、県内企業への効果的な技術移転を推進します。 

 （産業科学技術センター） 

 

○ 産学官や分野、人、業種を越えた連携による新たな産業の創出、新技術・ 

新製品の開発のため大学や公設試験研究機関などと連携し、人材、設備、知  

的財産などの活用を積極的に推進していきます。 

 （農林水産研究指導センター） 
 

○ 農林水産物のブランド価値を高めるために、農林水産研究指導センターに 

おいて、農林水産物の育種や飼養管理技術の開発などを行います。  

 （農林水産研究指導センター） 
 

○ 県内の企業や生産者などのニーズを捉えた研究課題の設定と先行技術調査 

を行います。（農林水産研究指導センター） 
 

○ ホームページなどを通じて、研究・業務内容、トピックスなどの情報公開 

に努めます。（農林水産研究指導センター） 

 

○ 県が保有する特許や登録品種について、企業や関係団体への実施許諾を検 

討し、知的財産の活用を促進します。（農林水産研究指導センター） 
 

○ 大分県立芸術文化短期大学では、平成３０年４月に設置した「知的財産支 

援室」が教職員の教育・研究及び産学連携活動をサポートし、様々な場面で 
知的財産に係る判断が求められることが多い地域貢献活動の一層の活発化を 

図ります。（政策企画課） 
 

 
   
 

○ ＡＩやロボット技術など先端技術を活用した新産業創出や地域課題解決を

図るため、研究開発段階に応じた産学連携の先進的プロジェクトを支援 

  （先端技術挑戦課） 
 

○ 新技術・製品開発の試作や研究開発経費だけでなく、特許や意匠権など知 

的財産の取得経費も補助対象経費として支援（工業振興課、新産業振興室） 
 

具体的取組
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○ 経営革新への取組促進及び計画承認による新製品開発や事業計画のブラッ 

シュアップ並びに販路開拓等支援（経営創造・金融課） 
 

○ おおいたスタートアップセンターを拠点に市町村や支援機関とも連携した 

創業者の成長志向に応じた支援（経営創造・金融課） 
 

○ 広く全国からビジネスプランを募集し、優秀なプランを作成した企業を表 

彰し、県内での事業化を支援（経営創造・金融課） 
 

○ 県内企業とクリエイターのマッチング支援（経営創造・金融課） 

 

○  クリエイター活用の後押しをする人材の育成（経営創造・金融課） 
 

○ 県の試験研究機関の交流の場である大分県試験研究機関連携会議を開催 

 し、機器相互利用、意見交換、ニーズ・シーズのマッチング等を実施 

 （農林水産研究指導センター） 
 

○ 農林水産研究指導センターの農業、畜産業、林業、水産業の各分野におい 

て、大学等と生産技術の開発等に関する共同研究を実施 

 （農林水産研究指導センター） 
 

○ 産業科学技術センターにおける県内企業・大学・高専・産業技術総合研究 

所等との産学官連携による共同研究開発の実施（産業科学技術センター） 
 

○ 産業科学技術センターにおいて、県内企業に対して、各種支援機関と連携 

し、共同研究開発された成果の知財化・事業化を支援 

 （産業科学技術センター） 
 

○ 農林水産研究指導センターにおいて、収量や品質（外観・食味等）、高温 

耐性、耐病性等に優れた県オリジナルの農林水産物の育成、優良系統の選抜 な

どの実施（農林水産研究指導センター） 
 

○ 農林水産研究指導センターにおいて、現場ニーズを広く把握するため、ホ 

ームページや文書などで一般県民や生産者、関係団体などに試験研究課題に 

対する要望調査を実施（農林水産研究指導センター）  
 

○  農林水産研究指導センターにおける広報活動の充実及び活用拡大（農林 
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 水産研究タイムリー情報、研究Ｎｏｗ、普及カード、センター要覧、業務年 

報、農林水産祭での研究展示等）（農林水産研究指導センター） 
 
○ 企業や関係団体への実施許諾を促進するため、知的財産権の登録状況一覧 

をＨＰに掲載してＰＲ（農林水産研究指導センター） 
 

○ 大分県立芸術文化短期大学における学内の教職員及び学生を対象とした知 

的財産権に関する相談受付の実施（政策企画課）  
 

○ 大分県立芸術文化短期大学において、知的財産に関する教職員向け研修や 

デザインパテントコンテスト（文部科学省や特許庁等主催）等に応募する学 
生への指導等の啓発活動を実施（政策企画課） 
 
○ 大分県立芸術文化短期大学において、知的財産に関する知見を活かし、知

的財産に関する若年層向け啓発コンテンツの発信や県内教育機関への出張講演

など、知的財産マインドの普及に関する活動を実施（政策企画課） 
 
 
 

 ○ 大分県が支援した、先端技術挑戦プロジェクトの認定件数について、令和

１０年度に２５件とすることを目指します。（先端技術挑戦課） 

 
○ 中小製造業の付加価値額について、令和１０年度までに５，３３０億円と

することを目指します。（工業振興課、新産業振興室） 

項目 単位 
R3 R6 R10 

基準値 目標値 目標値 

県内中製造業の付加価値額 億円 4,477 4,820 5,330 

 
○ 経営革新計画の毎年の承認件数について、年間１２０件（令和６～１０年

度までの累計６００件）以上とすることを目指します。 

 （経営創造・金融課） 
 
○ 県や支援機関による創業支援件数について、年間６５０件（令和６～１０

年度までの累計３，２５０件）以上を目指します。（経営創造・金融課） 
 

項目 単位 R6 R7 R8 R9 R10 

先端技術挑戦プロジェクトの認定件数（累計） 件 5 10 15 20 25 

成果指標
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○ ビジネスチャレンジコンテスト「ＯＩＴＡゼロイチ」応募企業について、

年間３０社（令和６～１０年度までの累計１５０社）以上を目指します。 
（経営創造・金融課） 

 

○ 企業とクリエイティブ人材のマッチング件数について、令和１０年度まで 

に８０件とすることを目指します。（経営創造・金融課） 
 

○ 県内企業等と取組む共同研究について、年間８件（令和６～１０年度まで

の累計４０件）以上を目指します。（産業科学技術センター） 
 

第１節 安心を守る知財戦略 

 知的財産権を取得するには、相当の時間と経費がかかり、たとえ権利を取得

したとしても、それをすぐに模倣されてしまっては、意味のないものとなって

しまいます。近年では、経済のグローバル化に伴い、日本企業の商品の模倣品

が製造され、各国で権利侵害が報告されています。一方で、製造ノウハウにつ

いては、その内容が公開されることを避けるため、特許等の権利化をあえて行

わず、ノウハウとして秘匿しておく戦略もあります。 

 本県では、企業等が知的財産権を安心して取得し、他者からの権利侵害から

守るため、知的財産の適切な保護に努めます。 
 

（１）権利侵害に対する対策 

 本県では、農林水産物や伝統工芸品等の分野で、権利侵害が生じたり、海外

で模倣品が流通している事例があります。一例として、中国・江西省在住の個

人が果物や野菜の分野で出願した「大分４号」の商標について、大分のブラン

ドイメージを損なう可能性があるとして、実際に平成３０年１月に県を申立人

として中国商標局に対する異議申し立てを行っています。 

  日本貿易振興機構（ジェトロ）や農林水産知的財産保護コンソーシアム等と

連携を図り、海外で横行する模倣品などの情報収集を実施するとともに、海外

展開する農産物パッケージの開発等を推進します。 
 

 
 
 

○ 県が育成した品種について無断栽培等が確認された場合に、無断栽培され 

た品種が育成品種であるか否かの識別を行うために、ＤＮＡマーカーを用い 

た品種識別法に関する研究を行います。（農林水産研究指導センター） 
 

取組方針
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○ 平成１５年５月に関係都道府県と団体で設立され、本県が加入している「農 

産物知的財産権保護ネットワーク」を活用し、海外で栽培された違法農産物の

輸入・流通・販売に関する情報や国内で無断栽培された農産物に関する情報収

集を行い、権利侵害事実の早期発見に努めます。（地域農業振興課） 
 

○ 国内の育成品種が海外で無断栽培される事例が生じていることから、県が 

育成した品種の無断栽培や販売を防止するため、当該品種の主要な生産国で 

の品種登録を行います。（地域農業振興課） 
 

○ 日本貿易振興機構（ジェトロ）など関係機関との連携による模倣品対策を 

進めます。（おおいたブランド推進課） 
 

○ 県内唯一の国指定「伝統的工芸品」である別府竹細工について、海外商品 

等との差別化を図ります。（商業・サービス業振興課） 
 

○ 県内工芸品の類似品との差別化を図るため、商標登録制度等を積極的に活 

用します。（商業・サービス業振興課） 
 

 
 

○ ＤＮＡマーカーを用いた品種識別技術の確立 

 （農林水産研究指導センター） 
 

○「農産物知的財産権保護ネットワーク」を通じた情報収集 

 （地域農業振興課） 

 

○「農産物知的財産権保護ネットワーク」と連携した侵害案件の情報共有と侵

害対応（地域農業振興課） 

 

○ 品種保護Ｇメンと連携した侵害対応（地域農業振興課） 
 

○ 県の登録品種の海外における品種登録出願（育成者権の取得） 

（地域農業振興課） 
 

○ 日本貿易振興機構（ジェトロ）や農林水産知的財産保護コンソーシアムと 

の連携により、海外の模倣品などの情報を収集し、輸出関係事業者に情報提供

を行う（おおいたブランド推進課） 

具体的取組
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○ 別府竹製品協同組合が主体となり、他製品との差別化を図るため「伝統証 

 紙」を貼付する取組を実施（商業・サービス業振興課） 
 

 
 

○ 県が育成した品種の品種登録出願を令和１０年度までに海外で２カ国以上

行う。（地域農業振興課） 

 
 
（２）知的財産の権利化に対する支援 

 知的財産の権利化は、知的財産権として保護されることで、後から登場した

他社の競合品や模倣品の排除につながります。一方で、企業は知的財産の権利

化の重要性を理解しつつも、事業化に至るまでの採算性の不確実さが懸念され

るため、目先の出願に係る弁理士やアドバイザー派遣に係る経費が負担となっ

ています。県内では、大分市が平成２９年度から、大分市に本社又は主たる事

業所を有している中小企業に対して、知的財産権の取得に係る費用の半分を助

成する取組を行っております。 

 引き続き、県内中小企業における知的財産の権利化に係る取組の支援を行っ

ていきます。 
 

 
  
 

○ 外国への事業展開等を計画している中小企業等に対して、国の補助制度を 

活用し、中小企業の戦略的な外国出願を促進し、そのための取組を支援しま 

す。（大分県発明協会） 
 

○  知的財産の創出を促進し、産業競争力の強化を図るため、優秀な特許案件 

の出願や登録を行った中小企業者等を顕彰することで、特許等の出願に対す 

る意欲向上を図ります。（新産業振興室） 
 

○ 補助金の採択にあたり知的財産の活用についても評価対象にすることで、 

県内中小企業等の知的財産マインドの醸成を図ります。（経営創造・金融課） 
 

○ 国内の育成品種が海外で無断栽培される事例が生じていることから、県が 

育成した品種の無断栽培や販売を防止するため、当該品種の主要な生産国で 

の品種登録を行います。（地域農業振興課）（再掲） 

取組方針

成果指標
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○ 県下中小企業の戦略的な海外進出を促進するため、外国への事業展開等を 

計画している中小企業等に対して、外国出願にかかる費用の助成を実施 

 （大分県発明協会） 

  

○ 優秀な特許案件を出願した中小企業等を顕彰する特許チャレンジコンテス 

トを開催（新産業振興室） 

 
○ 優秀な商標案件を出願した中小企業等を顕彰する商標部門のコンテストを

開催（新産業振興室） 
 

○  公益社団法人発明協会が実施する九州地方発明表彰や全国発明表彰への推 

薦を実施（大分県発明協会） 
 

○ 県の品種登録の海外における品種登録出願（育成者権の取得） 

（地域農業振興課）（再掲） 
 

 
 
 

○ 県が育成した品種の品種登録出願を令和１０年度までに海外で２カ国以上

行う。（地域農業振興課）（再掲） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

具体的取組

成果指標
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第２節 元気を生む知財戦略 

 今後、本県産業が県内にとどまらず、国内市場もしくは海外を相手にさらな

る発展をしていくためには、知的財産を適切に活用することで、ブランド力を

高め、他地域との差別化を図っていくことが重要です。その対象は、農林水産

業、製造業、サービス業、観光産業など多岐にわたります。 

 本県では、関係機関とも連携し、以下の取組を積極的に推進していきます。 
 

（１）地域振興のための地域ブランドの構築 

 第２章で述べたように、国では、農林水産分野で平成２７年度から、品質や

評価などが生産地と結びついている産品の名称を保護する地理的表示（ＧＩ）

保護制度をスタートし、県内では２件が登録されています。また、県内では「Ｔ

ｈｅ・おおいた」ブランドに加え、平成２５年に国東半島宇佐地域が世界農業

遺産に認定され、独自の認証制度が生まれています。さらに、平成２９年には

大分県と宮崎県の２県６市町にまたがる地域が「祖母・傾・大崩ユネスコエコ

パーク」として登録され、新しいブランドの確立が期待されています。 

 観光分野では、「おんせん県おおいた」が平成２５年に商標登録され、全国

的に大きな注目を集めました。以降、このキャッチフレーズやロゴマークを活

用し、大分の温泉をはじめ大分県全体のＰＲに取り組んでいるところです。 

 今後は、このようなブランドを積極的に活用して地域ブランドの構築を図る

とともに、フラッグショップなどを活用した情報発信や販路拡大を進めていき

ます。 
 

  
 

○  地域や地域に息づく産品のイメージアップと新たな価値の創出のために、 

地理的表示（ＧＩ）保護制度を活用し、特色ある産品を活用した地域ブラン 
ドづくりを推進します。 
（おおいたブランド推進課） 
 

○ 変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現を図るため、「マー 

ケットイン」の理念のもと、市場競争力の強化に向け戦略品目を定め、県域  

生産・県域流通の体制で、ロットの拡大や流通の多チャンネル化など、マー  

ケットに対応できる流通・販売体制を構築し「Ｔｈｅ・おおいた」ブランド  

の確立を進めていきます。（おおいたブランド推進課）    

 

取組方針
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○ 製造業者や飲食店等と連携し、大分の特色を活かした新商品の開発や県産 

品のＰＲ、販路拡大に取り組みます。（おおいたブランド推進課） 
 

○ 国東半島宇佐地域世界農業遺産地域ブランド認証制度等を活用して、農林 

水産物や加工品のブランド化を促進します。（農林水産企画課） 
 

○  農林水産物など祖母傾地域の資源の持続可能な利活用を推進します。また、 

「祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク」の情報発信を積極的に行い、認知度  
の向上、ブランド化に向けた取組を推進します。（自然保護推進室） 
 

○ 農林水産物や加工品のブランド化のためには品質向上と安全管理が重要で 

す。特に、ＨＡＣＣＰ（※）に沿った衛生管理が制度化されることから、６  
次産業化に取り組む農林漁業者等へ周知し、導入を推進します。 

（おおいたブランド推進課） 
 

○ 県産農林水産物の信頼性を高めるためＧＡＰ（※）の取組を推進します。 

  （地域農業振興課） 
 

○ 産学官、農商工等が連携して地域資源の６次産業化（※）と一体となった 

食品加工業のブランド化の取組を進めます。（工業振興課） 
 

○ 首都圏をはじめとした大都市圏において、県産品の販路拡大やブランド化 

に向けた取組を推進します。（商業・サービス業振興課） 
 

○ フラッグショップなどを活用し、県産品の情報発信、販路拡大及びブラン 

ド化を推進します。（商業・サービス業振興課） 
 

○ 市場が拡大しているインターネットショップを活用した販路開拓に取り組 

みます。（商業・サービス業振興課） 
 

○ インバウンドをはじめ域外の観光客に対して県内の伝統工芸品の情報発信 

を積極的に行い、販路開拓に取り組みます。（商業・サービス業振興課） 
 

○ 県内工芸品の類似品との差別化や高付加価値化を図るため、商標登録制度 

等を積極的に活用します。（商業・サービス業振興課）（再掲） 
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○ おんせん県おおいたロゴマークを活用して、本県の強みである温泉を活か 

したブランディング・観光プロモーションに取り組みます。 

 （観光誘致促進室） 
 

【用語説明】 
 ※６次産業化･･･農林漁業者等が、自ら生産した農林水産物について生産（１次産業） 
 だけではなく、加工（２次産業）、流通・販売（３次産業）に取り組むことで、農山 
 漁村の雇用確保と所得向上を目指すことです。 

 

※ＨＡＣＣＰについて 

  原材料の仕入れから最終製品までの各工程ごとに、微生物による汚染、金属

の混入などの危害要因を分析した上で、危害の防止につながる特に重要な工程

を継続的に監視・記録する工程管理システムです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

              出典：ＨＡＣＣＰ導入のためのリーフレット（厚生労働省） 

※ＧＡＰについて 

 農産物の生産において、農産物の食品安全性や品質確保、環境負荷軽減を目

的に、適切な生産方式を示す手引きとその手引きを実践する取組のことです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-43-



 

 

 
 
  
 

○ 生産者団体、農協等の指導機関、市町村等の行政機関などに対し、地域ブ 

ランドづくりのための地理的表示（ＧＩ）保護制度の活用とその手法に関す  
る普及啓発の実施（おおいたブランド推進課） 

 

○ おおいた豊後牛のリーディングブランド「おおいた和牛」に関する県内外

でのＰＲイベント等による認知度の向上と取扱認定店（小売、飲食、旅館）の

拡大（おおいたブランド推進課） 
 
○ 県産オリジナルいちご品種「ベリーツ」について、百貨店や果物専門店と

の連携したフェアの開催やＳＮＳの活用等によるＰＲ、食品業者や飲食店等と

タイアップした加工品開発等の実施（おおいたブランド推進課） 
 
○ 県特産品かぼすの果汁等を添加した餌で養殖される「かぼすブリ、かぼす 

ヒラメ、かぼすヒラマサ、かぼすフグ」のシリーズ化による、かぼす養殖魚の

周年出荷体制の構築（おおいたブランド推進課） 
 

○ 国東半島宇佐地域世界農業遺産地域ブランド認証制度や応援商品制度、杵 

築ブランドなどの地域ブランドを活用した、地域で生産される農林水産物や 

加工品の販売促進（農林水産企画課） 
 

○ 祖母・傾・大崩ユネスコエコパークのロゴマークを活用した統一のデザイ 

ンによる案内板等の制作（自然保護推進室） 
 

○ 祖母・傾・大崩ユネスコエコパークブランドにかかる調査研究及びブラン 

ド商品の開発支援、販売促進支援（自然保護推進室） 
 
○ ロゴマークを使用した各種ノベルティの製作（自然保護推進室） 
 

○ ６次産業化サポートセンターを中心に実施する農林漁業者からの相談対応 

や研修会の開催、ＨＡＣＣＰ導入事業者への現地視察研修等を実施 

 （おおいたブランド推進課） 
 

○ 関係機関等を対象に、ＨＡＣＣＰの専門家等による研修会などを実施 

具体的取組
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（食品・生活衛生課） 
 

○ 日本ＧＡＰ協会公認研修機関が実施するＧＡＰ基礎研修やセミナーの開催 

 （地域農業振興課） 

 

○ 普及指導員や営農指導員を中心としたＪＧＡＰ指導員の確保・育成  

 （地域農業振興課） 
 

○ 百貨店、商社等のバイヤーを全国から招聘し、県内事業者とのマッチング 

商談会を開催（商業・サービス業振興課） 
 

○ 首都圏をはじめ、関西、福岡等の大都市圏において、県産品フェアを開催 

  （商業・サービス業振興課） 
 

○ 県のフラッグショップである坐来大分において、県産品を販売 

 （商業・サービス業振興課） 
 

○ 県公式の通販サイト「おんせん県おおいたオンラインショップ」を活用し、 

県下各地の県産品の販路拡大及び情報発信を実施（商業・サービス業振興課） 
 

○ 旅行会社向けの商談会やパンフレットなどによるおんせん県おおいたロゴ 

マークを活用した観光プロモーション及び観光関連事業者によるロゴマークの

利用促進（観光誘致促進室） 
 

 
     
 

○ 百貨店、商社等のバイヤーを全国から招聘し、県内事業者とのオンライン

商談件数を令和１０年度までの５年間累計で４５０件とすることを目指しま

す。（商業・サービス業振興課） 
 
○ 安心安全な農産物等の生産や農業生産の経営改善等を図るＧＡＰに取り組

むため、ＧＡＰ指導人材を育成する研修を５年間累計で５回開催を目指します。 
 （地域農業振興課） 
 
○ ＧＡＰを正しく理解し、取り組むため、ＧＡＰ理解促進セミナーを５年間

累計で５回開催を目指します。（地域農業振興課） 

成果指標
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（２）海外展開における知財活用の推進 

 本県では、平成１８年に上海事務所を設置し、中国向けの海外展開に加え、

香港、台湾、シンガポール、ベトナムなどを新たな海外展開のターゲット国・

地域として定め、県産品の販路拡大やインバウンド対策業務などを実施し、県

内企業の支援を行ってきました。 

 一方で、県内の伝統的工芸品である「別府竹細工」については、竹工芸・訓

練支援センターや別府竹製品協同組合等と連携して商品を開発し、海外で高い

評価を得るなど、海外からの安価な輸入品との差別化や付加価値化を図ってき

ました。日本貿易振興機構（ジェトロ）と連携して、海外ネットワークを通じ

た模倣品対策を推進するとともに、意匠や商標による保護も含めた地域ブラン

ドづくりを進めていきます。 
  

 
 

 
○ 県内事業者それぞれの海外展開の段階に応じた適切な支援が行える体制を 

整え、事業者ごとの海外戦略に対応した支援を実施します。 

 （商業・サービス業振興課） 
 

○ 工芸品のブランド化を図ることによって、商流がない国への販路開拓に取 

り組みます。（商業・サービス業振興課） 
 

○ 県内事業者の輸出機運の醸成を図ります。（商業・サービス業振興課） 
 

○ 県内事業者が輸出規制をクリアするための取組や知的財産の活用に向けた 

支援に取り組みます。（商業・サービス業振興課） 
 

○ 日本貿易振興機構（ジェトロ）など関係機関との連携による模倣品対策を 

進めます。（おおいたブランド推進課）（再掲） 
 

○ 「日田梨」「甘太くん」｢大分しいたけ」など、県産ブランドとして輸出さ 

れている県産品の名称保護に係る商標や国際的認証の取得に向けた  

取組を推進するとともに､こうした制度等に関する生産者の理解促進を図りま

す。（おおいたブランド推進課） 
 
 

取組方針
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○ 海外展開に取り組む県内中小企業に対し、知識普及、海外の商談会等への 

出展・出品、アドバイザーによる助言等のアフターフォローまでの各ステー  

ジにおける取組を包括的に支援（商業・サービス業振興課） 
 

○ 県内事業者の海外での見本市等への出展を支援（商業・サービス業振興課） 
 

○ 県の海外事務所である上海事務所を通じて、東アジア地域における県産品 

の販売に関する現地情報を適宜入手し、関係機関と連携し適切な対応を実施 

  （商業・サービス業振興課） 
 

○ ジェトロや大分県貿易協会と連携し、海外販路開拓のためのセミナー等を 

開催（商業・サービス業振興課） 
 

○ 日本貿易振興機構（ジェトロ）や農林水産知的財産保護コンソーシアムと 

の連携により、海外の模倣品などの情報を収集し、県産品の輸出用パッケー  

ジの開発に活用（おおいたブランド推進課）（再掲） 
 

○ 生産者、農業団体、輸出事業者等に対する海外商標や国際的認証など知的

財産等の保護に関するセミナー等の開催 

 （おおいたブランド推進課） 
 
 

 
   
 

○ 海外向け商談会等への出品企業数を、令和１０年度までの５年間累計で 
５００件とすることを目指します。（商業・サービス業振興課） 
 
○ 知的財産等保護に関するセミナー参加者を年間で３０名以上（令和６～ 
 １０年度までの累計１５０名）とすることを目指します。 
  （おおいたブランド推進課） 
 
 

具体的取組

成果指標
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第３節 未来創造を促す知財戦略 

 本県において、将来にわたり知的財産活動が継続して行われていくためには、

知的財産を創造・活用する人材の育成が必要です。 

 本県では、子どもや若者を中心に、創意・工夫の楽しさに触れる機会を創出

し、ものづくりや知的財産に興味をもつ人材を育みます。また、知的財産の普

及啓発を通して、県民に対して知的財産の大切さを周知します。 
 

（１）子ども、若者の知財教育・創作環境整備の推進 

 学校教育の現場では、情報化社会が進展する中で、ＩＣＴを取り入れた授業

が日常的に行われるようになっています。また、著作権については、小中学生

の国語、社会、中学生の技術・家庭の教科等において学び、知的財産そのもの

については、中学校の技術分野のうち、コンピューターと情報通信ネットワー

クの単元で学ぶなど、知的財産に関する学習が行われています。 

 また、本県では、平成２２年度から少年少女科学体験スペースＯ－Ｌａｂｏ

を設置し、子ども達に気軽に科学技術に触れられる機会を提供しており、Ｏ－

Ｌａｂｏの利用者数は年々増加しています。さらに、県内には１０の少年少女

発明クラブ（大分、別府、杵築、佐伯、日田、豊後高田、宇佐、国東、中津、

由布）があり、その数は全国で３番目で、ボランティア指導員の協力の下、創

作品の製作などに取り組んでいます。さらに、科学技術の発展を担う人材の育

成を目的に、学生等を対象としたセミナーや体験教室などの科学技術に関する

イベントを開催しています。 
 

 
  
 

○ ＩＣＴの活用など教育の情報化を推進し、小中高で一貫した児童生徒や教 

師の情報活用能力の向上を目指します。（教育庁） 
 

〇 次代を担う児童生徒をはじめ、多くの県民に実験や観察、ものづくりを通 

じて、知的財産や発明に関心を持ってもらうことを目指します。 

 （大分県発明協会・新産業振興室・教育庁） 
 

〇 青少年の自由闊達な想像力を尊重し、科学技術に対する夢と情熱を育み、 

創造力豊かな人間形成を図るため、少年少女発明クラブの活動を推進します。 

（大分県発明協会） 
 

〇 高校生の進路決定に向け学校の知財教育を推進します。（大分県発明協会） 

取組方針
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○ 教職員を対象としたＩＣＴ研修の実施（教育庁） 
 

○ 県内教育機関での教職員および生徒・児童に向けたＳＮＳの安全な使い方

等の情報モラル出前授業を開催（教育庁） 
 

○ Ｏ－Ｌａｂｏにおいて、大学・高等学校や企業、教育機関等と連携し、教

師や技術者等による科学体験講座を実施（教育庁） 
 

○ 県内全市町村において、小中学生を対象に科学体験のサテライト講座を実

施するとともに、中学生を対象とした専門的・先進的科学技術等を学ぶ講座を

実施（教育庁） 
 

○ 大分県発明くふう展の開催（大分県発明協会・新産業振興室・教育庁） 
 

○ 科学技術に関するイベントの開催（新産業振興室） 
 

〇 少年少女発明クラブの活動及び新規クラブの設立支援（大分県発明協会） 
 

○ 県下高校等において、将来の県内産業を担う知財教育の一環として出前授

業を開催 

 （大分県発明協会・新産業振興室） 
  

 
 

○ 将来の県内産業を担う知財人材育成のため、高校生等への知財に関する出

前授業を５年累計で１５回開催します。（大分県発明協会・新産業振興室） 

 

（２）社会人の知財学習 

 本県では、これまで特許庁や九州経済産業局、日本弁理士会等と連携して、

中小企業者や関係団体などの職員を対象に、様々なセミナーを開催してきまし

た。今後も引き続き、前記の団体と連携を深め、県民の知財意識の啓発に取り

組みます。 

項目 単位 R6 R7 R8 R9 R10 

高校生等向け出前授業の実施（累計） 回 3 6 9 12 15 

具体的取組

成果指標
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○ 中小企業者に対して、知的財産を企業戦略に活かすことができるセミナー 

を開催します。（新産業振興室） 
 

○ 県内中小企業の知的財産に対する取組を推進するため、中小企業の経営者 

等に対し受講できる講座の開催を検討します。 

 （新産業振興室） 
 

○ 知的財産関連の取組について、積極的な情報発信に努めます。 

 （新産業振興室） 
 

○ 県職員一人一人が知的財産の重要性を認識し、業務内容に応じて一般知識 

から専門知識に至るまで幅広く習得できるように研修等の実施を支援しま 
す。（人事課） 
 

○ 農林水産物や加工品のブランド化のためには品質向上と安全管理が重要で 

す。特に、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が制度化されることから、６次産業  
化に取り組む農林漁業者等へ周知し、導入を推進します。 

 （おおいたブランド推進課）（再掲） 
 

○ 県産農林水産物の信頼性を高めるためＧＡＰの取組を推進します。 

  （地域農業振興課）（再掲） 
 

○ 普及指導員や農業団体関係者に対し、知的財産に関する指導の重要性につ 

いて、意識付けや知識を高めるための研修会を開催します。 

  （地域農業振興課） 
 

○ 知的財産に関係する職員に対し、国や関係機関が行う説明会への参加を促 

進し、知的財産に関する知識と実務能力の向上を図ります。 

 （地域農業振興課） 
 

○ 「日田梨」「甘太くん」｢大分しいたけ」など、県産ブランドとして輸出さ  

れている県産品の名称保護に向けた商標登録や地理的表示（ＧＩ）保護制度  

の取組を推進するとともに､こうした制度等に関する生産者の理解促進を図 

ります。（おおいたブランド推進課）（再掲） 

取組方針
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○ 中小企業者を対象としたオープン＆クローズ戦略やデザイン経営等をはじ

めとした最新のトレンドを取り込んだ企業経営セミナーの開催（新産業振興室） 
 

○ 中小企業の経営者等を対象とした知財塾の開催（新産業振興室） 
 

○ ホームページ等を活用した知的財産関連のセミナーやイベントなどの情報 

発信（新産業振興室） 
 

○ 知的財産の普及啓発のため、中小企業者等を対象とした知的財産権の取得

や活用等に関する出前セミナーを開催（大分県発明協会） 
 

○ 各部局の人材育成計画に基づいた知的財産についての理解を深めるための 

  研修や先行技術調査などの実施支援（人事課） 
 

○ 中小企業診断士の資格取得支援（人事課） 
 

○ ６次産業化サポートセンターを中心に実施する農林漁業者からの相談対応 

や研修会の開催、ＨＡＣＣＰ導入事業者への現地視察研修等の実施 

 （おおいたブランド推進課）（再掲） 
 

○ 関係機関等を対象とした、ＨＡＣＣＰの専門家等による研修会の開催 
（食品・生活衛生課）（再掲） 
 

○ 日本ＧＡＰ協会公認研修機関が実施するＧＡＰ基礎研修やセミナー等の開 

催（地域農業振興課）（再掲） 
 

○ 普及指導員等の職員向け知的財産研修の実施（地域農業振興課） 
 

○ 国や関係機関が行う説明会への参加促進（地域農業振興課）  
 

○ 生産者、農業団体、輸出事業者等に対する海外商標や地理的表示（ＧＩ） 

保護制度など知的財産等の保護に関するセミナー等の開催 

 （おおいたブランド推進課）（再掲） 
 
 

具体的取組
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○ 中小企業者を対象とした知的財産に関するセミナー参加者を１回あたり 

 ４０名以上（令和６～１０年度までの累計２００名）とすることを目指しま

す。（新産業振興室） 
 

○ 知的財産等の保護に関するセミナー参加者を年間で３０名以上（令和６～

１ ０ 年 度 ま で の 累 計 １ ５ ０ 名 ） と す る こ と を 目 指 し ま す 。 

（おおいたブランド推進課）（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標
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        第５章 フォローアップ体制 

 

  本県では、第３章で基本方針及び総合目標をかかげ、それを達成するため第

４章で挙げた知財戦略のもと、施策を推進していくこととしています。本県で

は知財戦略を着実に推進していくため、外部有識者による「大分県知財戦略推

進会議」や庁内の関係機関等で構成される組織を設置し、進捗管理等を行って

いきます。また、社会経済環境の変化等に柔軟に対応するため、必要に応じて

知財戦略の見直しを行います。 
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知的財産施策に係る大分県内の主な支援窓口

主な業務

大分県商工観光労働部
新産業振興室

大分県商工会連合会

大分県商工会議所
連合会

大分県中小企業団体
中央会

〒870-0037
大分県大分市東春日町17-19
大分ソフィアプラザビル4階
TEL：097-513-1868
URL：https://www.jetro.go.jp/jetro/

〒870-0026
大分市金池町3丁目1番64号
大分県中小企業会館4階
TEL：097-536-6331
URL：https://www.chuokai-
oita.or.jp/

支援窓口

一般社法人
大分県発明協会

公益財団法人
大分県産業創造機構

大分県よろず支援拠点

独立行政法人
日本貿易振興機構
大分貿易情報センター
（JETRO大分）

〒870-8501
大分県大分市大手町3-1-1
TEL：097-506-3272
URL：https://www.pref.oita.jp/

知的財産施策の企画立案や関係機関
との連絡・調整、新技術・科学技術
等の振興

連絡先

〒870-1117
大分県大分市高江西1-4361-10
大分県産業科学技術センター内
TEL：097-596-7121
URL：https://oita-hatumei.net/

知的財産制度の普及啓発、弁理士に
よる無料相談、発明の奨励と振興、
特許情報提供等

〒870-1117
大分県大分市東春日町17-20
ソフトパークセンタービル1階
TEL：097-533-0220
FAX：097-538-8407
URL：https://www.columbus.or.jp/

小規模事業者・中小企業への多様な
経営課題に対する相談指導、取引の
振興、販路拡大、新事業・新技術の
創出支援、企業の人材育成、調査研
究、情報提供等

知的財産保護対策、外国出願補助、
貿易投資相談、海外ビジネス展開支
援、海外経済情報収集・分析等

〒870-0037
大分県大分市東春日町17-20
ソフトパークセンタービル2階
TEL：097-537-2837
FAX：097-534-4320
URL：https://www.yorozu-oita.go.jp/

小規模事業者・中小企業の売上拡
大・経営改善等の経営課題の解決に
向けての専門的な提案、相談内容に
応じた適切な支援機関の紹介、課題
に対応した支援機関の相互連携を
コーディネート

中小企業団体の設立・管理・事業運
営に関する相談支援

〒870-0026
大分市金池町3丁目1番64号
大分県中小企業会館5階
TEL：097-534-9507
URL：http://www.oita-
shokokai.or.jp/
index.html

小規模事業者の経営支援活動、地域
振興活動、産業再生支援、販路開
拓、情報化支援等

〒870-0023
大分市長浜町3丁目15番19号
TEL：097-536-3131
URL：
https://www5.cin.or.jp/ccilist/
kenren/detail/4499

中小企業の金融・経営・取引など諸
課題の解決に向けた支援等
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